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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１３番（春日洋子君） おはようございま

す。１３番、公明党の春日洋子でございま

す。通告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、防災問題の１点目、ペット同行

避難訓練の実施について伺いします。

９月１日は防災の日、１９２３年の９月１

日に起きた関東大震災が由来となっていま

す。１０万人以上の死者、行方不明者を出し

たこの震災を教訓とするため、１９８３年以

降、毎年８月３０日から９月５日までの１週

間を政府は防災週間と定め、避難訓練などを

通して災害への認識を深めるとともに、その

対策を呼びかけています。

さて、２０１３年９月に施行された改正動

物愛護法では、新たに都道府県が定める動物

愛護管理推進計画に、災害時における動物の

適正な飼養及び保管を図るための施策に関す

る事項を盛り込むことが義務づけられまし

た。これを受けて、環境省も、飼い主の責任

によるペットとの同行避難を原則とするガイ

ドラインを作成しています。

その一部を抜粋し、紹介してみますと、過

去の災害においてペットが飼い主と離れ離れ

になってしまう事例が多数発生し、このよう

な動物を保護することは多大な労力と時間を

要するだけではなく、その間にペットは負傷

したり衰弱、死亡するおそれもあります。ま

た、不妊・去勢処置がなされていない場合、

繁殖により増加することで、住民の安全や公

衆衛生上の環境が悪化することも懸念されま

す。このような事態を防ぐために、災害時の

同行避難を推進することは、動物の愛護の観

点のみならず、放浪動物による人への危害防

止や生活環境保全の観点からも必要な措置で

あると述べられています。

東日本大震災では、震災前より地域防災計

画に同行避難について記載し、ペット救済マ

ニュアルの作成、餌やゲージなど物資の備蓄

を行っていたにもかかわらず、飼い主や市町

村等の災害担当部署にペットとの同行避難に

関する意識が十分に浸透せず、多くの飼い主

がペットを置いて避難したため、発生後の対

応に苦慮した自治体が見られたとのことか

ら、これらの事例は、体制の整備だけでな

く、飼い主への普及・啓発が重要であること

を示しています。

仙台市においては、平成１７年より毎年地

域の防災訓練を実施しており、その際には、

仙台市獣医師会とボランティアによるペット

との同行避難と動物救護所設営運用訓練を実

施されており、避難訓練の際に、災害が起

こったときに備えて平時から飼い主が準備し

ておくことについてまとめたチラシを配布さ

れています。

ペットも大切な家族の一員です。本市にお

いても、今後実施される避難訓練において

ペット同行避難訓練を実施すべきと考え、御

見解をお伺いします。

次に、２点目の避難所開設キットの導入に

ついてお伺いします。

広域災害が発生すると、防災にかかわる行

政職員が各避難所に入るのは時間が経過して

からとなり、地域防災の中心となる町内会役

員の方々も、個人の状況次第で十分な人員が

集まらないことが想定されます。このような

状況に対応して、集まった避難者が協力して

早期に不足なく避難所を開設することを目指

して、避難所開設キットがつくられていま

す。

避難所開設キットは、本来、冊子となって

いる避難所開設マニュアルを作業ごとに分け
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ており、例えば避難者の受け付け、飲料水の

確保、炊き出し、照明の確保、トイレの準備

などの担当グループごとに当たれるように、

細分化、会員化したものです。避難所の開設

作業には、さまざまなチェックポイントがあ

り、作業になれていない人がいても、手順を

確認しながら開設ができるように設計されて

います。

少人数でも迅速かつ的確な行動ができるこ

とを目標とする開設キットを通して、自主防

災組織や地域住民とともに防災意識を高めて

いくためにも導入すべきと考え、本市の御見

解をお伺いします。

次に、行政問題の市税の納付忘れの対応に

ついてお伺いします。

市の歳入の根幹をなす市税の確保について

は、収納率向上のために、さまざまに御努力

をなされているものと認識しているところで

すが、ＳＭＳ・ショートメッセージサービス

を活用した業務の効率化で、さらなる施策の

充実を図り、徴収に努めていただきたいとの

観点で質問させていただきます。

市から市民の皆様への連絡手段としては、

主に郵便で行われているものと思います。郵

便ですと、開封されずに置きっ放しで見ても

らえなかったり、開封しても間違って捨てて

しまうことがあるかもしれません。また、電

話で連絡をとろうとしても、相手先の事情で

なかなか通じなかったり、ようやく出てもら

えても怒られてしまうことなども想定されま

す。

市民への連絡手段として、携帯電話やス

マートフォンへショートメッセージサービス

を利用しますと、メールを送信した相手がわ

かることから、メッセージへの信頼性が高

く、相手が開封したかを確認でき、開封率も

９０％以上であると言われます。

開封率が高いということは、情報が必ず届

いているということになります。電話での連

絡と違い、メッセージを残すことができるこ

とから、後ほど確認もでき、郵便費用よりも

予算を抑えることができます。

そこで、本市においても、納期限が過ぎて

も納付が確認できない場合に、携帯電話やス

マートフォンにショートメッセージサービス

を利用した納税についてのお知らせを配信

し、さらなる収納率アップにつなげるお考え

がないかお伺いします。

次に２点目、ロタウイルスの任意接種費用

の一部助成についてお伺いします。

ロタウイルス感染症とは、ロタウイルスに

よって引き起こされる急性の感染症です。冬

から春先にかけて流行し、非常に感染力が強

く、厚生労働省によると、およそ生後６カ月

から２歳の乳幼児を中心に発症し、５歳まで

にほぼ全ての乳幼児が感染すると言われてい

ます。

主な症状は、突然の嘔吐、発熱、水様性下

痢などの急性胃腸炎ですが、回復には１週間

ほどかかり、嘔吐や下痢に伴う脱水やけいれ

ん、肝機能異常、腎不全、脳症などの合併症

を起こすこともあり、重症化すると入院が必

要になることがあります。

ロタウイルスワクチンは、ロタウイルスに

よる感染性胃腸炎の重症化防止に効果を示す

生ワクチンで、点滴や入院が必要な重症化を

９０％以上予防するとされており、ワクチン

による予防効果は、少なくとも３年間持続す

ることが認められています。

このワクチンは、予防接種法に基づかない

任意の予防接種であり、接種回数は２回で、

接種料金はそれぞれ１回につき１万４,００

０円前後となります。接種を希望される方

は、全額自己負担で接種を受けなければなら

ないため、子育て世帯には大きな負担となっ

ています。

ロタウイルスは感染力が強いこともあり、

完全に予防することは難しい病気ですが、ロ

タウイルスに感染した後の症状を緩和する、

重症化を防ぐという意味でも、大切な予防接

種になります。市民の方からも、接種費用の

一部を助成していただきたいとの痛切な声が

届いていることから、本市の御見解をお伺い

します。
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次に、教育問題の小中学校の体育館のトイ

レ洋式化についてお伺いします。

家庭や商業施設などのトイレの洋式化が一

般的になり、和式になじみのない子供がふえ

ています。本市においては、小中学校のトイ

レを全面改修し、洋式化してくださり、子供

たちはもちろんのこと、保護者や教職員の皆

様からも、折々に喜びの声をお聞きしており

ます。

一方、小中学校の体育館は、災害時に避難

所になることが多く、学校行事の際には地域

の方々も利用され、高齢者や障害者の利便性

を高める狙いもあります。ところが、学校の

体育館の洋式トイレの現状は、いまだ十分で

はない現状にあることから、順次洋式化にす

べきと考え、本市の御見解をお伺いします。

最後に、福祉問題の地域で見守る医療・介

護の安心ネットワーク・フェニックスネット

についてお伺いします。

フェニックスネットとは、ＩＣＴ・情報通

信技術を活用し、同意が得られた患者と関係

機関を結ぶネットワークです。

新潟県長岡市では、安心して医療や介護を

受けられるようにしようと処方薬やかかりつ

けの病院の情報を市内の関係機関が共有する

システムであるフェニックスネットの運用を

始めました。長岡市内の医療・介護関係団

体、市の９団体で構成する長岡在宅フェニッ

クスネットワーク協議会が、県などの補助金

を受けて２０１５年１０月に運用を始めてい

ます。

長岡在宅フェニックスネットワーク協議会

会長である長尾政之助長岡市医師会会長によ

ると、フェニックスネットによる情報共有

は、在宅患者のよりよい診療や生活につなが

ります。例えば、ヘルパーは、訪問診療や訪

問看護に比べ、患者宅に通う回数が多く、

日々の様子をつかめます。短時間の診察では

わかりにくい認知症の進行や改善について

も、早い段階で察知してくれます。そうした

情報をもとに、適切な診療ができるのですと

述べられています。

救急時、災害時において、医療情報や緊急

連絡先等の確認ができると、迅速な救急搬送

や応急処置にもつながることから、本市にお

いても導入すべきと考え、御見解をお伺いし

ます。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの春日洋子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

答弁いたします。ただいまの春日議員の質

問の防災問題の１点目、ペット同行避難訓練

の実施については私から、そのほかにつきま

しては担当部長からお答えをさせますので、

御了承を願いたいと存じます。

ペットの同行避難につきましては、過去の

災害において飼い主と離れ離れになってしま

う事例が多数発生し、その後の保護はもちろ

んのこと、放置されたペットの繁殖などによ

り住民の安全や公衆衛生上の環境の悪化など

が懸念され、動物愛護の観点のみならず、動

物による人への危害防止や生活環境保全の観

点からも、大きな課題が残されている状況に

あります。

近年では、ペットは家族の一員であるとい

う意識が一般的になりつつあるため、災害時

においてペットを飼ってる人と飼っていない

人が調和のとれた避難所生活を送るため、環

境省は平成２５年に、災害時におけるペット

の救護対策ガイドラインを策定し、平成３０

年には熊本地震を受けて改訂した、人とペッ

トの災害対策ガイドラインを策定し、避難が

必要な災害が発生した場合、飼い主が一緒に

避難をする同行避難を推奨しております。

当市におきましても、今年度、三沢市で開

催いたしました青森県総合防災訓練の訓練項

目の中で、被災者のペット同行避難に係る啓

発展示が実施され、災害発生時に一緒に安全

な避難場所へ避難することの重要性を周知し

たところであります。
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今後は、来年度実施予定の三沢市総合防災

訓練で、ペット同行避難訓練を取り入れて、

飼育スペース等を周知するとともに、ペット

を飼っていない人に対しては、避難所での受

け入れを周知してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 防災問題の第

２点目、避難所開設キットの導入についてお

答えいたします。

避難所開設キットは、発災後３時間程度の

行動を想定して、避難所開設の段階から開設

後の初期段階までの行動手順書及び各種掲示

物等を収納しており、担当職員や地域のリー

ダー等に限らず、避難所に参集した誰もが

ちゅうちょなく避難所開設に向けて行動でき

ることを目指したものであります。

熊本県や東京都内などでも導入されてお

り、東京都文京区で導入した避難所開設キッ

トは、避難所に参集した誰もが行動できるよ

うに、収納ボックスの中に実施することが記

載されているほか、避難した方々が実施すべ

き内容についてもわかりやすく記載されてお

り、発災直後の人員不足や混乱が想定される

中、有効と考えられております。

導入した自治体では、独自の改良を加える

など地域の特性を踏まえた開設キットに変化

させている事例もあることから、このキット

は単なる防災備蓄品ではなく、避難所はみん

なで運営していくもので、地域内での意見交

換を高めるためのツールであると考えており

ます。

みずからの命はみずからで守る自助及び地

域の力で地域を守る共助の育成と、地域防災

力向上の核となる地域コミュニティーの強化

において、非常に効果的であると考えられま

すことから、その内容や活用方法について先

進自治体の事例を参考にしまして、段階的な

導入に向けて調査・研究をしてまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 財務部長。

○財務部長（伊藤徹也君） 行政問題の第１

点目、市税の納付忘れの対応についてお答え

いたします。

自主財源の大宗をなす市税は、市の財源の

約２０％を占めており、安定的な財政運営に

つなげるため、さまざまな対策を講じて税収

の確保に努めてきたところであります。

まず、納税者の利便性を高める対策を実施

しております。具体的には、定期的な夜間窓

口の開設、口座振替の推奨、コンビニエンス

ストアでの納付、クレジットカードや自宅に

いながら納税が可能なヤフーアプリを利用し

たキャッシュレス決済等、納税者が納付しや

すい環境づくりに努め、また、納税貯蓄組合

との連携による税収の確保も図っておりま

す。

その他、納付忘れなどによる滞納を減らす

ための対策も講じております。毎月納期限の

１週間前から督促状が出るまでの間に、早目

に納付していただくための注意喚起をマック

テレビで放映しているほか、年に３回の一斉

催告を行うなど、不注意による一時的な滞納

をなくすための対策をとっております。

しかし、残念なことに、それでも納付に至

らない、中でも悪質な滞納者につきまして

は、預貯金や給与、生命保険の解約返戻金の

差し押さえや、青森県市町村税滞納整理機構

との連携による滞納処分の強化を図るなど、

収納率の向上に努めてきたところでありま

す。

このような多面的収納対策により、市税の

現年度分と滞納繰り越し分を合わせた収納率

は、平成２８年度で９４.３％、平成２９年

度で９５.３％と右肩上がりになっており、

さらに平成３０年度においては、収納対策の

強化により収納率９６％と、県内１０市の中

ではトップになっております。

春日議員御提案の携帯電話のＳＭＳを利用

した納付催告システムについては、各自治体

で推し進められている行政改革の一環とし

て、いずれは取り入れるべきシステムの一つ
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になる可能性は高いと考えておりますので、

先進事例等を参考にしながら調査・研究して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 行政問題の

第２点目、ロタウイルスワクチンの任意接種

費用の一部助成についてお答えいたします。

ロタウイルスによる感染性胃腸炎は、ゼロ

歳から６歳ごろまでの乳幼児期にかかりやす

い病気で、ウイルス感染による下痢や嘔吐、

腹痛などを主な症状としており、脱水症状が

ひどくなると入院が必要になる場合もありま

す。

子供の健康を守るため、予防接種による感

染や重症化の予防は重要だと認識しており、

当市では子供が生まれると予防接種の説明を

するとともに予診票をつづった予防接種ハン

ドブックとパンフレットを配付し、ロタウイ

ルスワクチン等の任意予防接種についても保

護者にお知らせをしているところでありま

す。

なお、ロタウイルスワクチンについては、

現在、国において予防接種法に定める定期接

種化に向けた審議が進められており、これま

でに予防接種による副反応のデータ整理や、

効果と副反応についての分析が行われ、今年

７月３１日には、ワクチン評価に関する小委

員会において副反応については問題がないと

される一方、費用対効果については課題があ

り、定期接種化に向けては今後も審議を重ね

ていくとの報告がなされたところでありま

す。

これらのことを踏まえ、当市においても国

や他自治体の動向を見きわめながら、導入に

ついて検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 福祉問題の

地域で見守る医療・介護の安心ネットワー

ク・フェニックスネットについてお答えいた

します。

国は、高齢者が住みなれた地域で自分らし

い暮らしを続けることができるよう、包括的

かつ継続的な在宅医療・介護を提供すること

が重要としており、市区町村が中心となった

医師会等の関係機関との連携体制構築の推進

を重要施策として位置づけております。

当市におきましても、平成２８年１０月よ

り、地域の医療機関や介護関係者等が参画す

る三沢市在宅医療・介護連携推進協議会にお

いて、連携体制の構築について検討を進めて

いるところであります。

取り組み状況でございますが、医療・保

健・介護従事者が一堂に会し、他職種間の相

互理解や連携を深めることを目的とした、

ごっちゃり研修会を毎年開催しており、それ

ぞれの立場からのケース検討を行うなど、情

報の共有に努めているところであります。

また、平成３０年度より救急搬送の際に役

立つよう、医療情報や服薬情報等を冷蔵庫に

収納しておくための救急医療情報キットの整

備を進めているところであります。

加えて、医療機関や介護事業所で受けた治

療や処方等の情報を医療・介護関係者間で情

報共有するためのツールとして、平成２９年

度にかかりつけ連携手帳を作成し、平成３０

年度より活用していただいております。

情報共有ツールのＩＣＴ化につきまして

は、現在も検討を進めているところでありま

すが、御提案のフェニックスネットも今後参

考にさせていただきながら、導入による効果

や財源等の調査・研究を行ってまいりたいと

考えております。

いずれにいたしましても、今後、ますます

高齢化が進む中、安心して暮らし続けること

ができるよう、医師会等の関係機関と協力し

ながら地域包括ケアシステムの構築を目指し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） 教育問題の小中

学校の体育館のトイレ洋式化についてお答え
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いたします。

市内小中学校のトイレについては、施設の

経年劣化により、配管や便器の老朽化が著し

く進んでいたことや、和式便器が多い校舎が

多かったことから、平成２３年度にトイレ改

修に係る基本計画を策定いたしました。

事業実施に当たっては、文部科学省の学校

施設環境改善交付金を活用し、平成２４年度

から２９年度まで比較的古い学校の校舎及び

体育館を対象に工事を実施いたしました。こ

れによりまして、洋式便器の割合が約３割か

ら７割に改善されるなど、教育環境の質的な

向上を図ることができました。

トイレの洋式化に当たっては、学校からの

要望により、児童生徒が和式便器しかない場

所に行ったときでも困らないよう、各トイレ

内に和式便器も一つだけ設置しているところ

です。

しかしながら、体育館につきましては、児

童生徒の利用だけでなく、学校行事や避難所

開設の際、地域の方々が利用されることもあ

りますので、トイレの利用状況など把握に努

め、和式トイレの必要性などを検討した上

で、割合が低いところから洋式トイレを計画

的にふやしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、質問順に再質問をさせていただ

きます。

はじめに、防災問題の１点目、ペット同行

避難訓練の実施について、市長より明快な御

答弁をいただきました。今後、市の防災訓練

で取り入れていきたいという旨の答弁をいた

だき、大変ありがたく感じているところであ

ります。

そこで、私は常々、避難訓練ありきではな

く、そこに至るまでの過程が非常に大事とい

うような思いも持ち合わせておりまして、環

境省でも「備えよう いつも一緒にいたいか

ら」というこのようなタイトルで、災害時に

ペットと一緒に避難をするために、飼い主が

ふだんからどのような備えが必要であるか、

また、避難所等で気をつけなければならない

こと等、わかりやすく飼い主向けのパンフ

レットを作成しているということでありまし

た。

これまでも、市におきましてもさまざまに

ペットを飼っている方々へのマナーの向上等

の啓発の看板であるとかチラシ等々配付をし

ているかと思いますけれども、なかなかここ

が十分ではないというような思いも持ち合わ

せております。

そこで、ぜひこのようなパンフレットを、

また改めて、ペット同行避難訓練に向けて、

再度また、マナーを向上させていくという意

味合いでもパンフレット等の活用、環境省で

出しているもののみならずでありますけれど

も、市に準じたものがあれば、ぜひそのよう

なことも活用していただき、飼い主への啓発

にも努めていかれることがよろしいのではな

いかと思いますけれども、このことについて

再質問をさせていただきます。御見解をよろ

しくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 春日議員にお答え

します。

これは、やはり昨今は、ペットはただ単な

る愛玩動物ではなくて、家族の一員として捉

えている方、家族、そういう家庭がたくさん

あります。しかしながら、一方で犬猫派、犬

派だ、猫派だと、あるいは犬がそばに寄って

きただけで嫌だという人もおります。

ですから、そういう方たちが渾然一体とす

るわけですから、当然何らかの形で摩擦が起

きるわけですので、今後、環境省で出してい

る、そういうパンフレットを見ながら、皆さ

んと検討して、前向きに検討してまいりたい

と思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい
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ます。ぜひよろしくお願いいたします。

次に、再質問は２点目であります。避難所

開設キットの導入について、総務部長より答

弁をいただきました。

さまざま、熊本県であるとか文京区、私も

今回のこの質問に至っては、動画が配信され

ておりましたので、つぶさにそのことも繰り

返し拝見をしてまいりました。いかに重要

か、これは本当に有効であるなということ

を、私自身は強く思ったところであります。

そこで、ぜひ、これから今後導入に至るま

での調査・研究等々ももちろん必要ではある

かと思いますけれども、一気にということは

不可能ではあるだろうというふうに思ってお

りまして、希望する自主防災会の方にこの情

報を提供して、ぜひ手を挙げていただいた自

主防災会の方、どちらかにモデルケースとし

て、この避難所開設キット、まずは一つを、

１個からでも市のほうで購入をしていただき

まして、取り組んでいただけるものがあれば

いいなというふうに思っていました。

モデル的に先行してこのことを導入してい

き、このことがまた地域により多く避難所に

拡充していってほしいなというような、これ

は私の希望ではありますけれども、この点に

ついてはいかがでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） ただいまの春

日議員の再質問の、モデル的に導入をまず１

個してみて、それを自主防災会のほうで広げ

る考えはないかということにつきましてお答

えいたします。

このキットにつきましては、我々職員もイ

ンターネット等では見ていますけれども、現

物をまだ見ていない状況です。

まず、防災担当職員、それから避難所の開

設を担当する職員、この職員で１個購入しま

して、いろいろと研究してみます。そしてま

た、その先には自主防災会や町内会の方とそ

のキットを使いながら、どういう利用の仕方

ができるかということを一緒に、ともに研究

して、購入するのではなく、もしかすると自

分たちでもそのキットをつくれるかもしれま

せんので、多角的な方面から検討してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。まずは防災管理課からということ

で、非常にありがたい答弁をいただきまし

た。

私も先日、県の防災訓練の折に、来賓とし

てではなく避難所運営支援員として学ぼうと

思いまして、会場の学校に行きましたとこ

ろ、さまざまに、私自身ももちろんうろうろ

するような、リーダーがいるので的確なアド

バイスは飛んできますけれども、そこで避難

所に来た方、地域の方たちが協力して来てく

ださいましたけれども、なかなかどういうふ

うにするかということが、訓練とはいえど

も、やはりいざそのときの思いで進めなけれ

ばならないだろうと思いつつも、私自身が思

うように任せなかったということもありまし

た。

ぜひ、防災管理課からまず率先して学び、

そこからまた自主防災会の皆様にも波動を起

こしていかれればありがたいなというふうに

思っておりました。よろしくお願いします。

行政問題の１点目の市税の納付忘れの対応

について再質問させていただきます。

財政部長から、これまで市の担当課が非常

に御苦労を重ねながらも、県内トップの収納

率に努めてきた。非常にこれは敬意を表した

いと思っております。

すばらしいなと思ってこの答弁をお聞きし

ていたわけですけれども、先ごろ担当課にお

伺いしたところ、ちょうど子供たちが、数年

来でしょうか、納税に関する絵画のコンクー

ル等、さまざまな子供たちにも呼びかけてい

るかと思いますけれども、もしやっていたら

大変申しわけないことですけれども、私は子

供たちにもそういう意識を植えつける、高め

るための取り組みをされている一方で、納税

者である私たち大人の意識啓発というのはど
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うなのかなというふうなことも思っておりま

した。

健全な税がどのようにして市の運営に生か

されているか、わかっているようでなかなか

どうなのだろうというような思いも私自身が

感じているところでありますけれども、大人

に対する、納税者である大人の皆さんに対し

ての学びの場というようなものはなされてい

たのか。もし、なされていなければ、今後ま

たこのような取り組みも必要ではないかと思

うのですけれども、それについての御見解を

お伺いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 財務部長。

○財務部長（伊藤徹也君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

いわゆる納税者である大人の方々への納税

思想の普及ということだと思うのですが、こ

れは、まず長くやっていることにつきまして

は、納税組合のほうからさまざまな納税思想

の啓蒙活動を行っていただいております。

そのほかに具体的に行っている事業として

は、出前講座ということで、各町内会、各団

体から要望を受けて、市税に関する課税の内

容ですとか収納の内容ですとか、そういった

ものをお答えすることで、何団体かの要請に

応じて出前講座に出向いて、そういう納税思

想の啓蒙に努めていることもございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。

ぜひ、今の部長の答弁に対してですけれど

も、要望があればということですけれども、

これからは一歩また広げた意味で、こちらの

ほうからＰＲに努めるというのは、ぜひ活用

していただきたい。出前講座についてですけ

れども、このこともさまざま、また広報、

マックテレビ等々も活用して広めていかれれ

ばよろしいのかなというふうなことも思って

おりましたので、よろしくお願いします。

次に、再質問は行政問題の２点目でありま

す。

市民生活部長より、ロタウイルスワクチン

の任意接種費用の一部助成について、詳しい

御答弁をいただいました。非常にこれも、今

回、２回目の質問であります。さまざま、任

意接種であることから、御判断にもよります

けれども、非常に現実は、子供たちも発症し

た場合は大変な状況。そこにかかわる保護

者、お仕事をしながら子供の病に対してでも

向き合っていかなければならない。非常に負

担も大きいということで、加えて、経済面に

もまた非常に重みがあるということでありま

した。

これまでも、折々にロタウイルスの任意接

種については、子育て世代、また娘さん、息

子さんが子供を授かって、おばあちゃん、お

じいちゃんからもそういう声が届く。何と

か、もちろん全額はあり得ませんけれども、

全国の導入している自治体ではその一部、こ

のとおりであります。一部でありますので、

たとえ金額が少なかろうとも、一部市も助成

をしていく。それは子育てに対する応援であ

るというふうなことも、非常にあると思いま

す。ですから、ぜひ、今後国の動向もあるか

と思いますけれども、市も積極的にこのこと

について進めていただきたいということを思

います。

予算の確保ということもありますけれど

も、前向きな検討をなされていくのか、それ

について再度再質問させていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） ただいまの

ロタウイルスワクチンの接種に関する一部助

成についての前向きな検討をということに対

する回答を申し上げます。

ロタウイルスワクチンについては、先ほど

も申し上げましたが、現在厚生労働省で定期

接種に向けた検討がなされております。

その中で、７月３１日に小委員会でありま

すが、費用対効果の面では課題が残るけれど

も、接種のリスク、副反応の発生についてで

ありますが、これについては効果の方がはる

かに大きいとの結論が出されたところであり
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ます。

このことは、当市としても大きな検討要素

だと考えております。したがって、今後は持

続可能な健康推進対策を構築していく中で、

今言いました費用対効果という部分も含め

て、当市としては検討していくような方向に

したいと思っております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

それでは、質問順でありますので、教育問

題の小中学校の体育館のトイレの洋式化につ

いて再質問をさせていただきます。

これまでの校舎においては、非常にありが

たい取り組みでありました。いよいよステッ

プとしては、体育館のトイレということに思

います。

先ごろ、学校校舎のトイレ洋式化につきま

しては、校長先生からお聞きしたときには、

１人であっても、例えば児童生徒の中で和式

でしか用が足せないというお子さんが１人で

もいれば、一つは必ず必要である。なおか

つ、修学旅行においても、和式トイレのある

宿泊先を探すのだと。このようにして、子供

たちへの、本当に物すごい情熱と思いを持っ

て、子供たちのために取り組んでいらっしゃ

るのだなということも、改めて感じ、また感

謝をしたところでありましたけれども、昨

今、先ほどの前段で申し上げましたとおり、

なかなか和式、中には今申し上げたように和

式ではなければならないという方もいらっ

しゃるだろう。

さまざまな背景の中ではありますけれど

も、私は常々繰り返し申し上げているところ

でありますけれども、仮に２個あれば１対１

でよろしいと思いますけれども、３個以上

あったときには一つ和式を残し、そして残り

を洋式化にすべき。これは、もちろん申し上

げるまでもなく、洋式は多いほうがいい。こ

のようなことは、非常に強く思っているとこ

ろであります。

そこで、再質問は、状況がもしおわかりに

なれば教育部長にお聞きしたいと思いますけ

れども、現在、比較的建設の新しい学校に

は、もう既に体育館には洋式トイレが設置さ

れているであろう。また、そうではない、長

い年月かかっての校舎の中での洋式化になっ

ている、全くなっていない学校があるので

しょうか。

ちょっと、私が事前に調査しないで大変申

しわけありませんけれども、おわかりになれ

ばこの場で、もしお答えできればお願いいた

します。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

体育館のトイレですが、洋式が１個もない

という場所はございません。ですので、割合

の低いところから計画していきたいという答

弁をさせていただきましたけれども、まさに

春日議員がごらんになった三沢小学校、あそ

こが体育館ですので、２個か３個ぐらいしか

ないわけですけれども、三沢小学校が洋式が

１で和式が２というふうに、和式のほうが多

いということです。

ほかの学校につきましては、必ず、例えば

２個であれば１・１、３個であれば洋式２・

１というように、割合的には洋式のほうが多

いと。三沢小学校が割合が低いということで

あります。全ての体育館に洋式トイレはござ

います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひ、今後また進めていただければ

ありがたく思っております。

私は、和式が絶対必要であるかと。この先

も、現在の状況、また将来にわたって、そう

いう必要な和式でなければならない人、これ

は不透明ではありますので、非常に微妙なと

ころではありますけれども、全て洋式にして

もいいのではないか、そのような思いも持ち

合わせておりました。ぜひ、よりよい形で進
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めていただければ、ありがたく思います。あ

りがとうございました。

最後の再質問は、福祉問題でございます。

福祉問題の地域で見守る医療・介護の安心

ネットワーク・フェニックスネットについて

再質問をさせていただきます。

福祉部長より、これまで市がさまざまなき

め細やかな対応をされてきたということもお

聞きし、非常にありがたいというふうに思っ

ておりました。さらにまた、救急医療情報

キットも導入をされているということで、こ

れまでのことを思えば一歩前進かなというふ

うに思っておりました。

また、先ごろ、おくればせながらマックテ

レビで、地域で暮らし……。タイトルは済み

ません、ちょっと明確ではありませんけれど

も。マックテレビで専門職の方たちが出演さ

れての、１５分ほどでしたでしょうか、地域

で暮らす医療、わかりやすい、非常に内容の

すばらしい番組が放送されておりました。お

くればせながら拝見をし、非常にいい取り組

みをなさっているということも承知したとこ

ろであります。

かかりつけ連携手帳ですとか、さまざま、

今この時代に、これからの社会に向かって、

誰もが将来的に元気で過ごしたいと願いつつ

も、お世話になることもまたあるかもしれな

い。こんなことで、非常にきめ細やかな対応

をされているということに、また改めて感謝

の思いでありました。

こちらのフェニックスネットでありますけ

れども、長岡市、先ほどの開設キットの導入

にあわせて、こちらのほうもインターネット

で動画を拝見いたしました。これを活用して

どのようになさるのかなということも、やは

りきょうに至るまで繰り返し拝見をしたとこ

ろでありますけれども、こちらの私が思って

いますのは、もちろんタイトルのとおり、地

域で見守る医療・介護の安心ネットワークで

あります。

長岡市では、まず先んじて市のほうで導入

をして、募集を募って、その後、消防本部の

ほうにもこれが活用なさったということであ

ります。

昨今、数年来より、救急現場の大変さ、搬

送に係る時間等々、非常に困難をきわめてい

るということも承知のことでありますけれど

も、これが連携をして取り組まれた場合、

切って切り離せないというふうに思っており

まして、医療・介護というのは、密接な関係

にあるということを思っておりました。

さまざまな背景の中で、簡単ではないだろ

うというふうに思ってはおりましたけれど

も、今はＩＣＴ、本当に情報社会の時代であ

りますので、このシステムというのは非常に

有効ではあるだろうなというふうに思ってお

りました。

ぜひ、今は現地に行かずとも情報社会であ

りますので、手元でもこういうことの情報を

得ることができますけれども、市においても

医療・介護、そして救急搬送、ここに合わせ

た場合、本腰を入れて前向きに検討をすべき

ではないか、このことも強く思っているもの

ですから、このことについて再質問をさせて

いただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の、

今後、救急等との連携も含めた前向きな導入

についてという御質問であったと思います。

現在進めております安心ネットワーク事業

のツール、またはかかりつけ連携手帳とか救

急キット等を活用しながら、状況を踏まえて

引き続き検討を進めてまいりたいというふう

に考えております。

先ほど説明しましたごっちゃり研修会とい

う研修会の中で、実は八戸市でＩＣＴツール

を導入しているということもありまして、そ

ちらのほうも検討材料に上がりまして、調査

を進めておりました。

現在、当市が進めているツールにつきまし

ては、情報の更新というところがちょっと課

題になっておりますので、やはりＩＣＴツー
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ルのほうが情報の共有がとれやすいのかなと

いうふうに思っております。

やはり、この目的は、救急医療とつなげる

というところも目的でございますので、今

後、市内だけでいいのかというところも含め

まして、広域的な検討も必要なのかなという

ふうに考えております。さまざまな面から検

討してまいりたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、春日洋子議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

加澤明議員の登壇を願います。

○９番（加澤 明君） おはようございま

す。市民クラブの加澤明です。通告に従いま

して、一般質問をさせていただきます。

はじめに、教育環境問題です。

先月、夏休み中の全小中学校で、この問題

についてグラウンドの照明設備の現状写真を

撮りながら、照明の設置経緯などを聞き取り

しました。

そして、皆さんに少しでも現状を理解して

いただきたく、写真とともに照明設備の本数

などをまとめた資料をつくり、議会の承認を

得てお配りしております。

さて、資料には明記しておりませんが、第

一中学校グラウンド、旧第三中学校グラウン

ドの照明設備は、防衛施設庁交付金第９条で

設置され、それぞれ平成２年４月、平成９年

６月に点灯式が行われた、すばらしい照明設

備であります。

一方、おおぞら小学校、第五中学校の照明

設備は、教育委員会が設置したと思われます

が、ほかの小中学校はスポーツ少年団や父母

会など、市民の方々が寄贈した照明設備であ

ります。

写真からおわかりいただけるように、照明

ランプがバックネットの上についてある学

校、照明ランプのついた柱が１本だけの学校

から６本ある学校、照明ランプの数も１個だ

けの学校から１６個ある学校など、照明設備

の状況はまちまちであり、ほとんどの学校が

古くて簡易的な照明設備であります。

学校のグラウンドは、野球、ソフトボー

ル、サッカー、陸上競技などの練習の場であ

り、また、子供たちが走り遊べる場所でもあ

るはずです。また、地域の方々も活用するか

もしれません。だからこそ、日照時間の短い

時期などの安心・安全な環境づくりをするべ

きです。

また、子供たちは、例外もありますが、原

則として、自分の暮らす地域の学校に進まな

ければなりません。

私は、そのような観点からも、各学校の教

育環境は、全ての学校において格差があって

はならないと考えますが、市内の小学校７

校、中学校４校では、ただいま申上げたよう

に、校内のグラウンド照明設備の設置経緯、

設置状況に大きな格差があります。

市長のマニフェストでは、照明設備の設置

には触れておりませんが、教育環境の充実を

提唱しております。市内のグラウンドは、ま

さにクラブ活動、部活動、グラウンド遊びな

ど、技術や体力向上に必要不可欠な教育環境

の一部ではないでしょうか。

そこで、それを踏まえてお伺いいたしま

す。

第１点目として、教育委員会は、各学校の

グラウンド照明設備の状況をどのように把握

し、理解しているのかお伺いいたします。

第２点目として、今後、この現状の格差を

児童生徒のために改善していく考えがあるの

か、また、どのように計画改善していくのか

をお伺いいたします。

次に、公共施設の管理についてです。

２０１３年１月１９日、ジュネーブで水銀

に関する水俣条約が締結されました。締結

後、本条約は２０１７年８月１６日に発効さ

れ、２０２０年１２月３１日以降、一部製品

は除きますが、水銀灯などの製造・輸出入が

禁止になります。

この条約は、熊本県で起きた窒素工場の廃

水にあったメチル水銀が海に流されたことに
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よって魚介類が汚染され、その魚介類を食べ

た人に中枢神経疾患があらわれ、手足の腫

れ、震え、耳鳴り、見える範囲が狭くなる、

言葉がはっきりしない、動きがぎこちなくな

る、また、母体にも影響が出るなど、症状は

悲惨なものでした。この水俣病は、１９５６

年に確認された未曽有の公害事件で、まさに

この条約は、この水俣病を端緒としていま

す。

さて、質問いたしますが、新しい施設や改

修工事が行われている施設などでは、ＬＥＤ

照明にしていると思いますが、古い施設もま

だまだ多く、水銀灯などの入手が難しくなる

とはいえ、２０２０年まで購入することがで

きるわけですが、公衆衛生上のリスクを考え

れば、順次切りかえていくべきと考えます。

市役所を含む公共施設などでも、水銀灯を含

む水銀製品を数多く使用されていると思いま

すが、今後、どのように計画して切りかえて

いくのかをお伺いいたします。

以上、壇上からの質問は終わります。御答

弁をよろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの加澤明議

員の質問に対する当局の答弁を求めます。

小檜山市長。

○市長（小檜山吉紀君） 答弁申し上げま

す。

ただいまの加澤議員の質問の公共施設の管

理については私から、そして、教育環境につ

きましては教育部長からお答えをさせますの

で、御了承願います。

当市の公共施設全体における水銀等をはじ

めとする照明設備や、水銀が使用されている

関連製品につきましては、現時点では正確な

数量などの把握はできていない状況でありま

すが、建設からかなりの年数が経過した施設

や街灯などでは、水銀灯や関連製品の使用が

想定されております。

水銀に関する水俣条約により、２０２０年

１２月３１日以降に水銀灯などの製品輸出入

が禁止されていることにつきましては、現在

使用されている水銀灯などは直ちに使用でき

なくなるということではありませんが、人の

健康や環境保護の観点からも、安全な製品に

順次切りかえなければならないと認識してお

ります。

現に市役所本庁舎では、施設の改修に伴う

照明設備の交換工事を５年前から実施してお

り、蛍光灯からＬＥＤ照明に切りかえており

ますし、ここ数年、新たに建設された公共施

設におきましても、水銀灯などは一切使用し

ておりません。

今後につきましては、各公共施設において

水銀を使用している照明設備や関連製品等の

状況把握を行い、適正かつ安全な管理をする

よう担当部署に周知徹底を図るとともに、水

銀灯などを使用している施設の改修を行う際

には、規制基準に適合した製品に切りかえて

まいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） 教育環境問題の

第１点目、学校グラウンドの照明設備の現状

についてお答えいたします。

現在、グラウンドを有する小中学校１１校

には、大型照明から簡易なものまで含める

と、全てのグラウンドに照明設備が設置され

ているところであります。

小学校につきましては、スポーツ少年団の

活動が学習指導要領に位置づけられていない

ことから、これまで学校記念事業やＰＴＡ、

スポーツ少年団の保護者の方々から御寄附を

いただくなど、地域の皆様の御協力により照

明設備が設置されております。

また、中学校につきましては、部活動が学

習指導要領の課外活動に位置づけられている

ことから、教育活動の充実を図るため、学校

要望に応じて照明設備を設置しているほか、

市民のスポーツ活動の場としてグラウンド全

体を利用できるように大型照明設備が設置さ

れている学校もございます。

教育委員会といたしましては、小学校と中

学校での違いや学校間での違いがあることは

認識しております。
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次に、第２点目の学校グラウンドの照明設

備の改善についてお答えいたします。

中学校につきましては、現在ある設備が安

全かつ効果的に活用できるよう、各学校の部

活動における要望や、実情を確認しながら、

修繕または更新してまいりたいと考えており

ます。

小学校につきましても、中学校と同様に、

現在ある設備を安全かつ効果的に活用できる

よう、修繕または更新してまいります。

小学校の新規の設置については、教育活動

充実のための環境整備という観点からは予定

はありませんが、今後、保護者や地域住民、

校長会等から要望があれば検討してまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 加澤議員。

○９番（加澤 明君） 質問順に再質問させ

ていただきます。

今、教育部長から照明の件で答弁いただき

ました。非常に私としては残念な見解だなと

いうのが、まず結論です。

資料を、今回、配付いたしました。今回、

全員に配る予定ではありませんでしたけれど

も、少しでも、１人の方でも多くに現状を理

解してもらいたくて、議会の承認を得て配り

ました。その中で、ちょっとこちらも非常に

好意的に書いた部分もあります。

今、部長は、全小中学校に照明はあると。

実際は違うのです。上小はありません。これ

では一つとなっていますけれども、一つある

のは、ほとんど街灯みたいなものです。だけ

れども、グラウンドの際にあったので、ある

ように一つと書いてあります。ですから、全

小中学校にあるという認識は、まず違いま

す。それは、恐らく部長も現状を見ていない

からだと思います。

私は、全小中学校を一件一件回ってきまし

た。それで、いろいろな声を聞きました。小

学校では、岡三沢なんかは、グラウンドホッ

ケーの練習を子供たちがしています。そこの

部分は、やはり父兄の方々が子供たちのため

に照明をつけたと聞いております。

また、二中のグラウンドにも立派な照明が

ありました。それも野球の関係の父兄の方が

寄贈されたもの。たまたまそのとき、ソフト

ボールの練習もしていました。ちょうど反対

側で。こう私は言われました。野球部には照

明があるのに、ソフト部にはないのですと。

それを聞いたときに、私は、本来、学校の教

育というのは何なのかなと疑問に思いまし

た。

確かに三沢市は、学習能力の向上には非常

に力を入れて、成果も、結果も出ておりま

す。それは、教育委員会は大変御苦労なさっ

て今があると思います。それは評価いたしま

す。

でも、学校のグラウンドも、体育館も、本

校舎も、教育環境の一部ではないですか。そ

れを今の答弁であれば、修理、何かあれば改

善していくという話です。

もしこれが、父兄の方が寄贈しなければ、

ほとんどの学校がないです。片や地域の方が

必要だと声をかけて役所に頼めば、補助金、

交付金を使ってすばらしいものがつくので

す。そこの学校に入った子供たちは、いろい

ろな活動ができるわけです。陸上競技もでき

るし、野球の練習もできるし、ソフトの練習

もできる。

我々大人は、言われたからつくるのではな

くて、その子供たちによりよい環境をつくっ

てやるのが義務ではないですか。

少なくても教育というのは、学力も大事。

でも、精神も大事、体力も大事。三位一体で

はないですけれども、三つがそろって本当の

いい子供たちが育つのではないですか。

ですから、本来であれば、やはりもう古い

のですよ、本当。何十年もたった照明もある

のです。また父兄に寄附してもらうのです

か。そこの父兄が、子供たちの親が、ホッ

ケーをやっていなかったらつかないのです

か。

そうではないでしょう。その辺、もう一度

御見解をお伺いします。
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○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

答弁の中でも申し上げましたが、小学校、

中学校とも更新、そして修繕は積極的に今後

やっていきたいと考えております。

小学校の学習指導要領の話をさせていただ

きました。中学校と小学校の違いをお話しさ

ていただいたつもりなのですが、小学校につ

きましても、スポーツ活動、いわゆるスポー

ツ少年団、スポーツ活動を含め、さまざまな

活用目的の御要望、御意見があれば、教育委

員会のみならず市長部局と担当課と連携し

て、設置について知恵を絞って検討したい

と、そう思います。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 加澤議員。

○９番（加澤 明君） 非常に残念ながら

再々質問までしかできませんが、御要望があ

れば検討する。そこが違うのです。

学校、義務教育ですよ。さっきも私は言い

ましたけれども、大人が、行政が、教育委員

会が、進んでそういう環境づくりしていくべ

きではないですか。要望がなかったら、いつ

までも動かないのですか。さっきも言ったと

おり、古い施設ばかりです。いつ壊れるかも

わかりません。照明がきちんと整備されれ

ば、野球をやる子供たちもふえるかもしれな

い。

三中、おおぞら小学校では、行ったとき

に、何か陸上部も力をことし入れたいという

話でした。でも、本当に簡易的なものしかな

かった。だから、部長がおっしゃった御要望

があればという話は、これははっきり言って

考え方がだめです。

私の質問の中に、市長が教育環境の充実と

いう形で出ていました。質問でも言ったとお

り、市長は、教育に関しては幼児教育のプロ

でございます。幼児教育も、小学校の教育

も、中学校の教育も、私は基本は同じものが

あるのではないかと思います。

その同じ観点から見ても、非常に私は市長

にも期待していたのです。この教育環境の充

実ということに関しては。

今、教育部長のほうからは、私にとっては

非常に残念な回答でした。最後に、市長の見

解もお聞きしたい。

本来であれば、もっと質問したいのですけ

れども、やはり市長もこういうことを提唱さ

れております。しかも、学校教育だけ私は触

れましたけれども、学校というのは緊急時の

避難所にもなるわけです。その観点を今ここ

でどうだこうだとは言いませんけれども、い

ろいろな用途があるのです。でも、子供たち

の夢もそこにあるのです。その夢を実現しな

いで、教育環境の充実ということはないと思

います。市長はどのようにお考えですか。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（小檜山吉紀君） お答えいたしま

す。

教育者のロバート・フルガムは、人生で必

要なことは全て幼稚園の砂場で教わったと

言っています。要するに校庭ですよね。そう

いうところで人と切磋琢磨しながら成長して

いくという考え方でしょう。

そしてまた、市の教育方針と私の教育理念

とはおおむね一致しておりますけれども、小

学校と中学校はまたちょっと違うのです。

小学校の場合は、夜、電気をつけなければ

ならない、そこまでばんばんスポーツをやら

せることが、果たしてこれが小学生にとって

いいことか悪いことかと。

中学生になれば、これはまた別でしょう。

学習指導要領の中でそういうふうな明示は

はっきりとはないのですけれども、その年齢

によって、びっちりやる、そしてまた、ある

程度の基本までしかやらないとか。

私は、市長は総合教育会議の議長として、

市全体の教育方針に関与する立場ではありま

すが、時代状況の変化、保護者や児童生徒の

意識の変化等教育方針が柔軟に対応できるよ

う意を注いでまいりたいと考えています。

また、学校教育の範疇か否かによって、小
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学校の場合、夜間照明の設置に関して保護者

に財政的負担を生じさせたことについては、

真摯に受けとめ、今後、議論を深めてまいり

たいと思っております。

さて、防災の観点から、小学校にも夜間照

明との御指摘がありますが、避難所運営の観

点からももっともな御指摘であります。

しかしながら、働き方改革が叫ばれる中、

中学校を管理する教職員の労働時間延長等、

どう歯どめをかけるか。

夜間照明に防災機能を持たせるとなれば、

これは災害と停電というのはセットでやって

きます。今、千葉県のほうで起きているとお

り、災害になれば電気はとまるわけでござい

ます。そうなると、夜間照明は無意味になっ

てしまう。停電時を想定した自家発電が今度

は必要になってくるのではないかと。そう

なってくれば、また発電機等、四、五百万以

上の出費は、これは覚悟しなければならな

い。

そういう整理すべき論点が多々あるわけで

ございますので、今後、教育長を中心とし

て、今の小学校と中学校の区別、あるいは災

害時、そういったものを多角的に議論を深め

て、一定の論点整理がなされた場合、私が総

合的に判断をいたしたいと思いますので、御

理解を願いたいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 加澤議員。

○９番（加澤 明君） 市長のほうからも答

弁ありました。まだまだ私は納得できるもの

ではございませんが、再質問できませんので

質問はいたしませんが、現状、もう一つだけ

言わせてください。

確かに小学校、中学校、取り扱いは違いま

す。でも、小学校の子供たちでも、ホッケー

クラブやサッカークラブなど、使う用途は

多々あります。それも、ほとんど夜間練習し

ています。夕方から夜間にかけて。

だから、やっぱりそういう観点とか、サッ

カークラブは古間木小学校なんかでも練習し

ているのですけれども、旧二中の跡地グラウ

ンドで自分たちで整備して練習もしておりま

す。非常に、周りに家も何もありません。そ

れを自分たちで整備して、夜間、そこで練習

している。ですから、小学生たちにも、いろ

いろな使い道が学校のグラウンドというのは

あるのです。だから、そこら辺も踏まえて、

今後、計画的にやっていただきたいと思いま

すし、それを願っております。

続いて、２点目の役所の照明の件なのです

けれども、今、順次やっていかれていると思

います。確かに古い壊れた部分も直していっ

ていると思います。

私が調べた資料の中には、ＬＥＤ照明に変

えていくと、一部の製品が四十何％、他のほ

とんどが、ＬＥＤにかえますと７０％から約

８０％ぐらいの節電になるという資料があり

ます。これは、私は役所の電気料を調べたわ

けではないので何とも言えませんけれども、

７０％、８０％の節電というのは、非常に公

共施設全体で見たら大きいと思います。

ですからこそ、段階的に、壊れたら更新す

るのではなくて、計画的に、ことしはここ、

来年はこの施設という形で順次やっていくべ

きが、費用対効果は大きいのではないかなと

思います。その辺はどのようにお考えいたし

ますか。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 加澤議員の再

質問の計画的に切りかえていく計画はないか

ということですが、先ほど市長の答弁にもご

ざいましたけれども、公共施設全体につきま

しては、まだ全部、水銀が使用されている照

明及びその製品などについては把握できてお

りません。

今後、速やかに施設全体のほうの調査を進

めてまいりまして、経年劣化の状況でありま

したり、あとは危険度、そういったものを総

合的に勘案しまして、優先順位をつけて整備

計画していきたいと思います。

ただ、さすがに予算の関係もございますの

で、例えば水銀灯とか水銀を使用した設備以

外の改修工事があった場合には、経費比較で

一緒に改修したら経費が安くなるという場合



― 23 ―

にも、それを優先しながら改修をしていくよ

うに指導してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 加澤議員。

○９番（加澤 明君） 部長の答弁、理解し

ましたけれども、場所によっては簡易にでき

る方法もありますし、恐らく各担当部署が違

うので、把握するのにも多分時間がかかると

思うのです。だけれども、各部署部署だと、

それぞれそんなに時間がかからないで把握は

それぞれ出せると思うので、ぜひとも、これ

は本当に費用対効果を計算するのも一つの目

安になるような気がします。改修工事ととも

に修繕するのではなくて、ある意味、費用対

効果も考えながら交換を進めたほうがいいと

思いますが、その辺を加味していただけます

でしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） ただいま再質

問がございました、改修工事を待つのではな

くて、費用対効果を考えて改修していったほ

うがいいということですが、改修工事を待つ

のではなくて、すぐ改修工事がある場合、そ

の切りかえをそれに含めてやっていきたいと

いう、できるだけ速やかに切りかえていくと

いう意味でございますので、議員御指摘の費

用対効果を一番に考えながら、それから環境

問題も考えながら交換していきたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、加澤明議員

の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時２８分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

下山光義議員の登壇を願います。

○５番（下山光義君） 拓心会の下山光義で

ございます。通告に従いまして、一般質問を

させていただきます。

最初に、福祉問題としまして、被保護者健

康管理支援事業への取り組みについて質問さ

せていただきます。

厚生労働省の資料によりますと、平成２９

年３月現在で、我が国の生活保護受給者は約

２１４万人であるとされており、これらの

方々の約８割以上が多くの健康問題を抱え、

何らかの疾病により医療機関を受診している

現状が明らかとなっております。

そこで、この原因の背景として考えられて

いるのは、被保護者は多くの健康上の問題を

抱えているにもかかわらず、適切な食事習慣

や運動習慣が確立されていない傾向にあり、

健康に向けた諸活動も低調であるということ

であります。

このことは、家庭の生活実態及び生活意義

に関する調査によりますと、規則正しい生活

をしていると答えた被保護世帯の割合は７８

％、一般世帯では８５％。栄養バランスを

とって食事をしていると答えた被保護世帯の

割合は６６％、一般世帯では７８％。ふだん

から運動をしていると答えた被保護世帯の割

合は３７％、一般世帯では５４％という調査

結果が出されております。

また、生活保護受給者の多くは、公的医療

保険制度の被保険者ではないので、特定健康

診査や特定保健指導の対象者になっていない

という状況にあるため、健康増進法に基づい

て市町村が実施する健康診査を受診するとい

うことになりますが、厚生労働省による平成

２７年度の調査では、受診率が８.４％と

なっており、このようなことも生活保護受給

者が抱える多くの健康問題の要因であると考

えられております。

以上のような実態を踏まえ、国では被保護

者に対して、経済的自立のみならず、日常生

活自立及び社会生活自立といった観点から、

医療と生活の両面において支援を行うという

必要があるという考え方により、被保護者健

康管理支援事業を２０２１年・令和３年１月

より施行することが２０１８年・平成３０年
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６月の法改正により決定しております。

そして、この事業の内容としましては、医

療保険によるデータヘルスを参考とし、社会

福祉事務所がかかりつけの医師との連携で生

活習慣病の予防、重症化予防を推進するとと

もに、医療扶助のレセプトデータや健診結果

などのデータに基づいて受給者の健康状態な

どを把握して、治療のための受診を促し、健

康な生活習慣に向けた支援を行い、生活保護

受給者の健康の保持増進を図ることとしてお

ります。

また、この事業では、医療扶助の適正化を

図っていくことも大きな目的となっておりま

す。

平成２８年度における国の生活保護費負担

金の実績額は約３兆６,７２０億円となって

おり、このうち４８.６％、約１兆７,６６２

億円が医療扶助費で占められており、医療扶

助費が保護費総額の約半分になっているのが

現状であり、このことは国においても、一刻

も早く医療扶助費の適正化を図らなければな

らない要因であると言われております。

一方、当市における直近３年間の生活保護

費の状況は、主要な施策の成果報告書により

ますと、平成２８年度は生活保護費支給額総

額が約８億４,７００万円であり、そのうち

の医療扶助費は約３億６,５００万円、構成

比４３.０７％。平成２９年度は支給額総額

が約８億７,７００万円であり、そのうちの

医療扶助費は約３億６,４００万円、構成比

４１.５７％。平成３０年度は支給額総額が

約９億７,５００万円であり、そのうちの医

療扶助費は約４億８,０００万円、構成比４

９.２６％となっております。

以上のようなことから、医療扶助費の増加

は、生活保護費全体を増加させる最も大きな

要因となっており、医療扶助費の適正化を

図っていくことは、当市にとっても急務であ

ると思われます。

そこで、国では、被保護者の健康の保持増

進及び医療扶助費の適正化を図ることを目的

とした、被保護者健康管理支援事業を令和３

年１月より施行することとしておりますが、

当市としては、この施策に対してどのように

取り組んでいく考えなのか、お伺いします。

引き続きまして、健康問題としまして、健

康診査及び各種がん検診受診率の現状と今後

の取り組みについて質問させていただきま

す。

現在、我が国のがんによる死亡者数は、国

立がん研究センターによる２０１７年の発表

では、年間３７万人を超え、死亡原因におい

ても第１位となっております。

そして、この病気を克服するためには、早

期発見、早期対処が最も有効であり、近年で

は、医療技術の進歩により、多くのがんは早

期発見で対処が可能であると言われており、

早期発見の手段としては、健康診査やがん検

診を受診することが最も重要であると言われ

ております。

また、日本対がん協会の資料によります

と、欧米では、がんによる死亡が頭打ちもし

くは減少してきており、特にアメリカでは、

１９７０年代からの国を挙げての取り組みに

より、１９９０年代からはがんによる死亡が

減少に転じていると言われております。

一方、日本では、依然として増加傾向が続

いており、このような違いが生じている原因

として、がん検診受診率の違いが大きく影響

していると言われております。

近年、日本のがん検診受診率は上昇傾向に

ありますが、アメリカでは乳がんと子宮頸が

んの検診受診率は７０から８０％と言われて

いるのに対し、日本では３０から４０％にと

どまっている状況であると報告されておりま

す。

このような中、当市では「すべての市民が

共に支え合い、健康で助け合うまち」の実現

を目指し、市民の健やか力の向上や、各年代

に応じた生活習慣の改善、生活習慣病の発病

予防、社会環境の整備などを行うことを目的

として、平成２７年３月に第２次健康みさわ

２１計画を策定し、平成２７年５月２５日に

は三沢市健康都市宣言を行っております。
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この宣言では、要旨として、がん、糖尿病

の予防や早期治療、心の健康の維持に取り組

むこととしております。また、市民の健康意

識の向上及び健康診査や各種がん検診等の受

診率向上を図り、市民の健康の保持増進を進

めることを目的とした、健康ポイント事業を

平成２８年６月より実施しており、平成３０

年４月からスタートした第二次三沢市総合振

興計画では、最終年度までに各種がん検診の

受診率を３５から４５％にすると計画されて

おります。

当市では、健康診査や各種がん検診の対象

となる市民には、個別通知のほか、広報みさ

わや市のホームページでの告知をはじめ、保

健師による各地域での健康相談や健康教育の

際にも、がん検診の重要性を周知啓発を行

い、市民の健康保持増進のために努力をされ

ていることと思います。

そこで、１、健康診査及び各種がん検診受

診率の現在の状況並びに現況に対する市当局

の見解はどのようなものなのか、お伺いしま

す。

２、健康診査及び各種がん検診受診率向上

のためにどのような対策を考えているのか、

お伺いします。

以上をもちまして、一般質問を終わらせて

いただきます。

御答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの下山光義

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） お答えします。

ただいまの下山議員の御質問の福祉問題に

ついては私から、健康問題につきましては市

民生活部長からお答えをさせますので、御了

承を願いたいと存じます。

国では、多くの健康課題を抱えていると考

えられる被保護者に対して、経済的自立のみ

ならず、日常生活及び社会生活の自立といっ

た観点から、医療と生活の両面において支援

を行う必要があるとして、平成３０年６月、

被保護者健康管理支援事業を創設し、令和３

年１月から必須事業として、全国全ての福祉

事務所で実施することとしたところでありま

す。

この事業は、医療保険におけるデータヘル

スを参考に、被保護者の医療、健康に関する

医療レセプトデータや、健康診断受診状況等

の情報を調査し、分析し、それらに基づき病

状に応じた重複受診、重複調剤の確認と是正

をするものであります。

また、生活習慣病の発症や重症化の予防を

推進するために、家庭訪問や所内面接を通し

て生活習慣の指導、必要な医療の受診勧奨等

の支援を行い、医療扶助の適正化を図ってい

くものであります。

医療扶助の状況におきましては、全国的に

生活保護費に占める割合が年々増加傾向にあ

り、当市の医療扶助におきましても、平成３

０年度実績で生活保護費の約５０％を占めて

いる状況にあります。

御質問の当該事業への取り組みにつきまし

ては、今年度を準備段階として、当市の被保

護者医療レセプトデータから健康状況、病院

受診状況、重複調剤の確認、生活習慣病に起

因する病状等の把握・分析等を行うととも

に、当事業の対象者となり得る被保護者の抽

出を行うこととしております。

また、事業実施となる来年度には、事業の

実施計画や実施方針を作成し、保健師等によ

る頻回受診指導、健康受診勧奨、保健指導、

生活支援を実施する予定としております。引

き続き、事業の本格実施に向け、他自治体の

施行事業の実施結果等を参考に、実施体制の

整備に努め、当該事業を円滑かつ適正に実施

できるよう準備を進めてまいりたいと考えて

おります。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 健康問題の

健康診査及び各種がん検診受診率の現状と今

後の取り組みについてお答えいたします。

当市におきましては、平成２７年５月に三

沢市健康都市宣言を行い、平成２８年度から
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健康ポイント事業を実施するとともに、健診

については、広報等による周知及び対象者へ

の個別通知、さらには健康フェアなど、さま

ざまな機会を通して受診勧奨を実施しており

ます。

また、健診費用の助成や受診者の利便性向

上のため、土日や夜間にも集団健診を実施

し、個別健診の委託先についても拡大するな

ど、受診しやすい体制づくりに努めておりま

す。

御質問の第１点目、検診受診率の現状につ

きましては、国においては、胃がん、大腸が

ん、肺がん、乳がん及び子宮頸がんの検診受

診率５０％を目標に掲げており、当市におき

ましては、第二次総合振興計画において現状

を踏まえ、受診率３５％から４５％を目標に

掲げております。しかしながら、当市におい

ては、ここ数年、横ばい傾向にあり、受診率

は２０％から３０％台にとどまっております

ことから、新たな施策を講じる必要があるも

のと考えております。

なお、この受診率には、市が実施するがん

検診を受けた方のみが対象となっており、職

場での健診受診者は算定対象外となっており

ます。

御質問の第２点目、健診受診率の向上のた

めに、どのような対策を考えているのかにつ

いてお答えいたします。

今後の受診率向上の対策といたしまして

は、ＪＡおいらせや商工会、漁業協同組合等

と連携し、主に国保加入者である組合員や会

員が受診しやすい時期、場所などを調整し、

実施を図るとともに、互いに誘い合いながら

受診する体制の構築も図ってまいりたいと考

えております。

また、若い世代の受診者をふやすため、従

来の窓口での健診申し込みに加え、インター

ネットでの健診予約の導入等も検討しており

ます。

さらには、働き盛りの世代の受診率向上の

ため、各事業所、会社などにおける職場健診

の状況を調査し、職場で実施していないがん

検診については、市の検診を受診していただ

くよう勧めるなど、一人でも多くの方々に受

診していただくよう、施策を講じてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 下山議員。

○５番（下山光義君） 御答弁、ありがとう

ございました。

質問順に再質問等々をさせていただきたい

と思います。

まず、一番上の福祉問題でありますが、答

弁いただいた内容では、今年度は準備段階で

あり、データの収集をしながら来年度に事業

実施計画、それから実施方針を作成していく

ということだったと思います。

私の調べでは、この事業に関しましては、

２年半の猶予のもとに、令和３年１月から実

施をすると。法改正が行われた時期を考えま

すと、大体準備に２年半という時間があった

と思います。それがありまして、ちょうど今

が中間点でございましたので、あえてこの質

問を今回させていただいたというふうなこと

でございます。

先ほど御答弁の中にありました、来年度予

定している事業実施計画、それから実施方

針、このようなものは、方向性としてはどの

ような形でやっていくのかと。

全国に約９００くらいの福祉事務所がある

はずであります。その福祉事務所は、その地

域地域によって事情が違うはずなのです。そ

ういうことがありますので、この実施計画

だったり実施方針だったりというものは、そ

の自治体自治体で違う方向性のものができて

くる可能性がありますので、当市としてはど

ういうふうな方向性でやっていくのかという

ふうなことでございますし、もし、その中に

現段階でも具体的なものをお持ちであれば、

それもあわせてお伺いしたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 御質問の今

後の方向性についてお答えいたします。
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今年度実施します医療レセプトデータの分

析結果から、まずは当市の被保護者の実情を

分析して、結果を出したいと思っておりま

す。その実情に合わせた実施計画、それから

方針案について、本格実施に向けて、まずは

来年の１月ごろをめどに作成したいというふ

うに考えております。

具体的な事業内容としましては、抽出した

対象者に対しまして、保健師による頻回受診

指導、それから健診への受診勧奨、また、生

活習慣に対する指導などを実施していきたい

というふうに考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 下山議員。

○５番（下山光義君） 御答弁、大変ありが

とうございます。

事業の具体的なものを答弁いただきまし

た。この件に関しては、これから事業計画、

実施計画を順次つくっていただければと思い

ます。

今、答弁をいただいた中に、保健師という

ふうなことが出てきたと思います。

この事業は、新規の事業でございます。新

規の事業ということは、これにかかわるマン

パワーというのですか、その部分が非常に重

要になってくると思うのです。今、答弁にご

ざいました保健師もそうでしょうし、支援事

業を実際的にやっていくための職員の方もし

くはスタッフというふうな捉え方ができると

思うのですが、こちらのほうがこの事業の成

否を握っていると言っても過言ではないのか

なというふうに自分自身は考えております。

ここに、ことしの７月３０日に地元紙の夕

刊に出ていました、ニュースの言葉というと

ころなのですが、この件に触れていまして、

自治体のマンパワー不足も心配され、優先的

に介入すべき人を養成することも必要になる

のではないかというふうな記述もございま

す。

ですから、この事業を成功させるには、マ

ンパワーというのが必要だと思いますので、

そちらのほうのことをどのように考えている

のか、それを再々質問とさせていただきま

す。よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の必

要なマンパワーについてお答えいたします。

この事業は、国で事業実施に当たりまし

て、専門的知識を持った保健師が事業の企画

段階から主体的にかかわるような体制を整え

ることが必要であるというふうにしておりま

す。

当市といたしましても、保健指導が中心と

なる事業でありますので、円滑に実施するた

めには、国の補助を活用したいというふうに

考えております。

この事業ですけれども、国の補助メニュー

の中に保健師の配置、詳しく言いますと臨時

的職員の保健師の補助が活用できるというふ

うになっておりますことから、保健師等の配

置をしまして事業を進めていけるように体制

の整備を進めてまいりたいというふうに考え

ております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 下山議員。

○５番（下山光義君） ありがとうございま

す。福祉問題に関しては、これで終わらせて

いただきます。

続きまして、健康問題に関してです。

まず、第１点目であります。先ほどの答弁

でありますと、受診率はここ数年、２０から

３０％で横ばい状態であるというふうなこと

であったと思います。現在、こういうふうな

状況であれば、第二次総合振興計画の目標値

である３５から４５％という数字は達成でき

るのかなという、ちょっとそういうふうな思

いも今現在しているところであります。

受診率が低いというようなことである原因

です。この原因は、当局ではどこにあるとい

うふうに考えていらっしゃいますか。再質問

として、それをお伺いしたいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） ただいまの

受診率が向上しない原因はどういうふうに考
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えているかということについてお答えいたし

ます。

年代別に見ますと、６５歳以上の健診受診

率については、年々向上してきており、現在

では約７０％にまで達してきております。し

たがって、これ以外の年代が低いということ

になります。

特に４０歳以上の生活習慣病予防健診、こ

れは４０歳、４５歳、５０歳、５５歳の方々

に無料で実施しているところなのですが、無

料にもかかわらず受診率が１５％にとどまっ

ているということになっております。これ

は、この年代の方々が受診の必要性を認識し

ていない、あるいは認識しているにもかかわ

らず勤めているということで、健診で休むと

周りに影響がある、そして容易に休むことが

できないということが大きな要因になってい

るのではないかなというふうに考えていると

ころでもあります。

したがって、個人への働きかけばかりでは

なく、今後は職場への働きかけ、これが大き

くかかわってくるといいますか、必要性が大

きいなというふうに考えております。

そのような観点から、まずは一定規模を有

する企業等に対して、健診の状況の調査を実

施するなど、企業との連携を図る取り組みも

講じてまいりたいと、そのようなことで振興

計画の受診率の目標に達成するように取り組

んでいきたいというふうに考えております。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 下山議員。

○５番（下山光義君） 今、御答弁いただい

たことからすると、原因はわかっているのだ

と、対策も進めているのだというふうなこと

だと思いますので、この件に関しましてはそ

のような形でよろしくお願いいたしたいと思

います。

続きまして、健康問題の２点目でありま

す。先ほど答弁で、今後の受診向上対策とし

て、ＪＡおいらせ、商工会、農協と連携しな

がら、受診しやすい場所などを調整して実施

するというふうなことも考えているというふ

うなことだったと思うのです。

これは、私の解釈が正しいかどうかわから

ないのですけれども、例えば今は保健セン

ターに皆さんに来てもらって受診をしても

らっています。ではなくて、もしそういうふ

うな、要は提携先と話し合いがつけば、こち

らのほうで出かけていきますよというふうな

選択肢もあるという、言うなれば出前健診み

たいなことも考えていますというふうなこと

だとは思うのです。

ですから、そういうふうなことがここの部

分ではちょっとわからなかったので、部長の

ほうから、もう一度この部分に関して詳しい

説明をいただければと思います。これを再質

問とさせていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 農協などの

出前健診のような取り組みの具体的な内容を

もう少し詳しく話してくれということでござ

いますので、それについてお答えいたしま

す。

これまでも、広報みさわやダイレクトメー

ル、あるいはイベントなどで、健診の必要性

や健診日時などについて周知を図ってきたと

ころであります。そういう意味では、周知と

いうのはある程度図られてきているのかなと

思っております。

しかし、それが先ほども申し上げました

が、高齢者など一部の方々を除き、残念なが

ら効果が上がらないといいますか、行動に結

びついていないという状況があります。そこ

で、周知したものを、今後はいかにして皆さ

んの行動に結びつけていくかということが課

題になってくるというふうに思っておりま

す。

そこで、行動に結びつけるためには、まず

は皆さんの受診に対するハードルを下げると

いうことが必要なのだろうと思っておりま

す。

先ほど下山議員のほうからも出ましたよう

に、農協については、農協の組合員であれ

ば、ふだん行きなれた農協で受診をするとい
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うことになると、非常に受けやすい。また、

時期についても、冬場の農閑期に行えば受け

やすい。さらには、身近な農協の職員から声

をかけられ、いついつ健診ですよ、受けてく

ださいというふうに言われると行動に結びつ

く。さらには、同じ組合員同士で健診に行こ

うではないかというふうに誘い合えば、さら

にこの効果が上がっていくというふうに考え

ているところであります。

いろいろな分析の中でも、人は物を買った

りイベントなどに参加する場合、チラシなど

の魅力的なコマーシャルだけでは、一部の方

を除き行動に結びつかない。しかし、人に進

められたり誘われたりすることが、圧倒的に

その行動に結びついていくということが報告

されておりますので、受診しやすい環境を整

えるとともに、身近な方が誘う状況を整えて

いくことが受診率向上につながるものと考え

ております。

また、企業に勤めている方々に対しまして

も、先ほど申し上げましたけれども、本人に

対する働きかけばかりではなくて、受診しや

すい職場の環境を整えていくということも重

要だと考えております。

そのような観点から、農協、商工会など、

団体との連携、あるいは職場などを通じた働

きかけ、これを行えるようなしっかりした体

制づくりを整え、そして受診率の向上に向け

て取り組んでいきたいというふうに考えてお

ります。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、下山光義議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

田嶋孝安議員の登壇を願います。

○３番（田嶋孝安君） ３番、拓心会田嶋孝

安でございます。通告に基づきまして、一般

質問をさせていただきます。

目まぐるしく変化していく時代の中で、

パーソナルコンピューター、携帯電話、ス

マートフォン、タブレット端末など、私たち

の身の回りで普通に目にして普通に使用さ

れ、仕事の上では必要不可欠となってきてい

るこれらの物々を使用していかなくては、調

査・研究、生産や情報を得ることが遠いもの

となってしまいます。

また、若いお母さん方においても、スマー

トフォン・スマホやタブレット端末・タブ

レットを持ち歩き、小さな子供たちは、お母

さんからスマホやタブレットを借りて、興味

のあるものをいとも簡単に、当たり前のよう

に扱っている。その様子を見ながら時代の変

化を感じるとともに、これからの新しい時代

を見据えたときに、現状の流れがＩＣＴ教育

に対し積極的に取り扱ってきているのかを考

えさせられます。

子供たちは、スマホやタブレットを小学校

入学前から扱っているのに対して、学校では

ほぼ扱うことがなく、ＩＣＴ教育が進む学校

との差が大きく開いていき、次代を担う子供

たちの育成をおくらせる結果につながってし

まうのではないでしょうか。

時代の変化は目まぐるしく変化し、現在あ

るなりわいにおいても、半数以上がなくなっ

てしまうと言われ、少子高齢化時代という問

題に直面していながらも、柔軟に時代を敏感

に対応できる子供たちを育成する上でも、Ｉ

ＣＴ教育に力を入れていくことが急務ではな

いでしょうか。

本年８月３０日の東奥日報の記事に、全国

の学校に配備されている教育用コンピュー

ターは、ことし３月時点で児童生徒５.４人

に１台にとどまっていることが、８月２９

日、文部科学省の調査でわかった。また、本

県は端末当たりの児童生徒数が４.６人、さ

らに、２０年度からは小学校でプログラミン

グが必要となり、デジタル教科書も今後本格

的に導入されるなどの記事があります。

そこで、三沢市のＩＣＴ教育の現状にかか

わる次の３点について伺います。

一つ目に、三沢市のＩＣＴ教育の現状につ

いて、教育用コンピューター１台に対しての

児童数並びに生徒数について伺います。

二つ目に、デジタル教科書の対応について
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伺います。

三つ目に、インターネット使用によるリス

クについて、児童生徒にどのような指導教育

をしていくのか伺います。

そして、ＩＣＴ教育にもかかわりがありま

すが、ＩＣＴタウンについてです。

昨年度、第２回定例会一般質問の中で、イ

ンバウンドに伴う無料公衆無線ＬＡＮ・無料

Ｗｉ－Ｆｉの整備について伺いましたが、改

めてインバウンドにかかわる整備の必要性

や、先日行われた青森県総合防災訓練の実

施、ＩＣＴ教育などを考える中で、ＩＣＴタ

ウンの重要性を感じることにあわせて、三沢

市長に就任された小檜山市長におかれまして

も、政策集の中でＩＣＴタウンの推進、Ｗｉ

－Ｆｉ環境の整備が挙げられております。

この三沢にＷｉ－Ｆｉ環境の整備を行うこ

とにより、多くの利用目的がふえることはも

ちろんですが、基地関係者や原子力燃料リサ

イクル施設に関連したビジネスマン、三沢市

の企業の方々や来訪されている多くの方々に

おいても、働き方改革などの観点からも、ど

こでも仕事ができる三沢、四方は自然に触れ

合い生活しやすいながらもＩＣＴに積極的に

挑み、ＩＴ関係者などにとっても生活がしや

すく、東京羽田までは１時間２５分、ビジネ

スもしやすく暮らしやすいまち三沢という

キャッチフレーズが醸し出すまちづくりを夢

見たい。そんな思いの中で、ＩＣＴタウンが

早く実現されることを期待しつつ、次の３点

について伺います。

一つ目は、ＩＣＴタウンについて、どのよ

うにお考えか伺います。

二つ目に、公共施設でのＷｉ－Ｆｉ環境

を、２０１８年度２０％から１００％とされ

ていますが、いつごろを目指しているのか伺

います。

三つ目に、屋外でのＷｉ－Ｆｉ環境を２０

１８年度ゼロカ所から５カ所とされています

が、どのような場所で設置を計画しているの

か、さらに５カ所以上の設置を目指さないの

かを伺います。

以上になります。よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの田嶋孝安

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

小檜山市長。

○市長（小檜山吉紀君） お答えします。

ただいまの田嶋議員の御質問のＩＣＴタウ

ンの推進についての第１点目、ＩＣＴタウン

についてどのように考えているのかについて

は私から、そのほかにつきましては教育長並

びに総務部長からお答えをさせますので、御

了承いただきたいと思います。

ＩＣＴ、いわゆる情報通信技術は、現代社

会においては社会経済活動をする上で、今や

欠かすことのできないものであると認識して

おります。また、国においても、さまざまな

課題に対応するため、それぞれの分野におけ

るＩＣＴの効果的な利活用が不可欠であると

し、総務省が中心となり、国を挙げてさまざ

まな施策を展開しているところであります。

このような状況を踏まえ、ＩＣＴタウンの

推進につきましては、当市の行政運営はもと

より、市民の皆様のさまざまな活動に日々進

歩しているＩＣＴを有効活用していくこと

が、さらなる住民サービスの向上や協働のま

ちづくりをはじめとする各種事業の推進に不

可欠なものであるとの思いから、公約に掲げ

させていただきました。具体的には、既に市

役所内の各部署で活用している各種システム

の効率的な運用や、教育、医療福祉、産業観

光、防災減災などの各分野で、より効率的に

ＩＣＴを活用することにより、市民ニーズに

対応した多様性のあるまちづくりを力強く推

し進めていくものと考えております。

このようなことから、まずは推進体制とし

まして、今年度中に第１段階として職員で構

成する推進プロジェクトチームを設置し、現

状の把握や情報収集を行い、調査研究をして

まいりたいと考えております。

私からは、以上です。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） ＩＣＴタウン

の推進についての第２点目、公共施設でのＷ
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ｉ－Ｆｉ環境整備についてお答えいたしま

す。

公共施設におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備に

つきましては、現在のところ防災の拠点とな

る施設や多くの市民が集まる施設などとし

て、公会堂をはじめとする２４カ所を想定

し、利用見込みや市民の声などを参考にしま

して、段階的に整備を進めてまいりたいと考

えております。

Ｗｉ－Ｆｉ設備の設置に当たりましては、

ネットワーク犯罪抑止のための対策や、公共

施設内で用いられている業務用システムとの

セキュリティー分離など、あわせて検討しな

ければならない課題もありますことから、早

期にこれらの要件整備を行い、来年度以降の

着手を考えております。

なお、市が所有する設備では、その性能

上、不特定多数のユーザーが使用するための

回線を確保することが困難でありますことか

ら、民間事業者の提供する通信サービスを活

用しましてＷｉ－Ｆｉ環境を整備することが

効率的であると考えております。

今後、アクセス記録等の取り扱いなども含

め、一元的に管理が行える事業者に運営を委

託することを想定しながら検討してまいりま

す。

次に、御質問の第３点目、屋外でのＷｉ－

Ｆｉ環境の設置についてお答えいたします。

屋外型Ｗｉ－Ｆｉ設備の場所につきまして

は、現在のところアメリカンデーの会場、お

おぞら広場、斗南藩記念観光村のほか、三沢

駅周辺や三沢空港など、多くの方が集まる可

能性のある場所を対象として検討することと

しております。

しかしながら、屋外型Ｗｉ－Ｆｉ設備は、

インバウンド観光など経済面の活用だけでな

く、災害時における活用も見込まれますこと

から、防災計画などとの整合性も勘案しなが

ら選定してまいりたいと考えております。

このことから、場合によっては、５カ所以

上の設置を行う可能性もありますが、災害時

にも対応できることを想定した屋外Ｗｉ－Ｆ

ｉは、設備の規模が大きくなり、設置可能な

場所も限られますことから、設置方法や設置

の場所につきましては、今後十分に検討を重

ねてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ＩＣＴ教育につい

ての御質問の第１点目、当市の教育用コン

ピューターの整備状況についてお答えをいた

します。

平成１０年告示の旧学習指導要領におい

て、児童生徒がコンピューターや情報通信

ネットワークなどの情報手段になれ親しみ、

適切に活用する学習活動を充実することが示

されました。

このことを受け、当市では、平成１２年度

から段階的に教育用コンピューターを整備・

更新しており、平成３０年度末までに市内全

小中学校１２校に４１６台を整備しておりま

す。また、コンピューター１台当たりの児童

生徒数は７.８人と、全国や県の平均と比較

し、情報化の整備がおくれている現状にあり

ます。

ＩＣＴの環境整備や、これらを活用した学

習指導の充実については、平成２９年告示の

新学習指導要領においても明記されており、

当市といたしましても喫緊の課題と捉えてお

ります。課題の解決に向け、今年度はＩＣＴ

環境整備モデル校事業として、上久保小学校

と第一中学校にタブレット端末及びインター

ネット接続環境を整備し、ＩＣＴ機器を活用

した実践的な授業による検証作業を進めてい

るところであります。

今後におきましては、これらの検証結果を

踏まえ、関係課と連携して、児童生徒の情報

活用能力の育成のために、計画的に整備を進

めてまいりたいと考えております。

続いて、御質問の第２点目、デジタル教科

書の対応についてお答えをいたします。

高度通信ネットワーク社会の発展に伴い、

学校においても情報通信技術を活用した教育

の一層の充実が求められております。
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また、全ての児童生徒がより効果的に教育

を受けることができるよう、情報化に対応し

た環境の整備が求められているところであり

ます。

以上のことを踏まえ、教育委員会では、学

習指導におけるＩＣＴの効果的な活用を学校

教育指導の重点とし、学校訪問及び各種研修

会を通じて助言、指導を行っているところで

あります。

また、各学校の授業においては、大型モニ

ターによる動画などの映像資料の提示、実物

投影機による子供のノートなどの提示、コン

ピューターを活用した調べ学習やプログラミ

ング学習など、わかる授業を目指してＩＣＴ

の積極的な活用が図られているところであり

ます。

しかしながら、教科書の本文、絵や写真、

図やグラフ等を拡大コピーするなどして対応

している場合も多く、より一層のＩＣＴ機器

やデジタル教材の整備が必要であると考えて

おります。

教育委員会といたしましては、タブレット

端末の整備状況や学校の要望等を踏まえなが

ら、デジタル教材の整備に向け、まずは指導

者用デジタル教科書の導入について検討して

まいりたいと考えております。

続いて、御質問の３点目、インターネット

使用によるリスクに対する指導についてお答

えをいたします。

今年度の三沢市小学校４年生から中学校３

年生対象のスマートフォン等に対する実態調

査では、学年が上がるにつれて所持率が上が

り、中学校３年生では７１％が所持している

となっております。そのうち、７０％は平日

の使用時間が１時間以上となっており、携帯

依存や健康被害の危険性が心配されていると

ころであります。また、迷惑メールや知らな

い人とのやりとりによるネットトラブルに実

際に遭った事例も報告されております。

このような現状から、学校では、学級活動

や道徳などを利用して、インターネットの適

切な利用についての学習、参観日を利用し

て、保護者とともにネット依存やネットトラ

ブルの危険性とそれを防ぐための学習、長期

休業を利用して、教員の情報モラル教育に関

する研修等を行っております。

また、学校では、情報の流出や悪質なサイ

トへの接続の危険性があることから、校内で

のパソコン使用に関して一定の制限をかけて

いるところであります。

しかしながら、変化の激しい高度情報化社

会を生きる子供たちに、インターネット使用

によるリスクを十分に指導した上で、発達段

階に応じて主体的かつ安全にネット等の情報

を活用できるようにしていく必要があると考

えております。

教育委員会といたしましては、引き続き新

しい機器やサービス、新たなリスクに対して

も適切に対応できるよう、コンピューターの

積極的な活用と情報モラル教育をＩＣＴ教育

の両輪として推進をしてまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○３番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

順に従って再質問をさせていただきたいと

思います。

まず、１点目のコンピューター１台に対し

ての児童生徒数についてということで、先ほ

どお話を伺いますと７.８人に１台というこ

とのようですが、これは本当にちょっと残念

だなと。子供たちが、学力としては一生懸命

努力して結果を出しながら、しかしながら、

これから十分に必要とされるＩＣＴに関して

触れることが少ない状況にあるというのは、

非常に残念でなりません。

本当に今、県内でもちょっと数値的には厳

しい状態だなというのもそうですが、全国的

にもどうかという部分では、いいような感じ

ではありますが、ただ、日本が進んでいると

いうような自負を私自身持っていたのです

が、世界的な状況を見ても、日本はこのＩＣ

Ｔに関しては非常におくれをとっているとい
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うことがわかった上で考えますと、これから

本当に世界的な子供たち、グローバル的な考

え方を持つ子供たちを育てる上で、このＩＣ

Ｔ教育というのは非常に重要性を持つという

観点から考えますと、やはりもっともっと子

供たちに端末を、パソコンなどを使わせる機

会を設けて、どんどんなじませることが必要

なのではないかというように感じておりま

す。

そんな中で、まずはこの７.８人、これは

実はどちらかというと、やはり１人１台とい

うのが一番の目標になろうかと思いますが、

これに対して教育委員会としては、１人１台

ということに対してどのようにお考えになっ

ているかを再質問させていただきたいという

ふうに思います。お願いします。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ただいまの再質問

についてお答えをいたします。

まず、先に７.８人のことについて、その

原因でありますけれども、現在三沢市では、

またはおくれているところは、パソコン室に

デスクトップ型固定式のパソコンを設置し

て、いわゆるタブレット型の可動式のものが

整備をされていない。三沢市も、そこの部分

がおくれて、このような数字になってきてい

るという現状を先ほど御説明いたしました。

それを踏まえた上で、今年度、市内でモデ

ル校事業として、小学校１校、中学校１校で

整備をさせて検証を進めているところでござ

います。その結果に基づきまして、ここ数年

のスパン、２０２２年・令和４年をめどに、

１人に１台というのを最終的には目標にして

いきますが、国のほうの方針は２０２２年度

までに、令和４年度までにおおよそ３人に１

人、３クラスに１クラス分のタブレットの配

置ということを明記してございますので、行

く行くは１人１台が理想として目標に掲げま

すが、２０２２年度のおおよそ３分の１とい

うところを目途に整備を進めていくように、

関係課あるいは関係機関と協議をしていると

ころでございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○３番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

実際、予算に絡む内容でもありますので、

すぐに導入というのは非常に難しいとは思い

ますが、ただ、１年１年のおくれが、取り組

む子供たちが１年おくれると、その人数が大

きなものになるようにも感じますので、ぜひ

令和４年にとは言わずに、少しでも早くに子

供たちが触れて、そしてどんどん利用できる

ような環境を整えるようになるということを

期待したいというように思います。

２番の内容につきましては、本当に大型モ

ニターなどもというようなことなどを踏まえ

ながら使用されていくように感じましたが、

何かと御苦労されているような感じを受けま

した。これも実質のところ、やはり予算に絡

む内容にもなってくるわけですが、早くの対

応ができることを期待したいなというように

思います。

そして、３番のインターネットの使用リス

クに関連しましたことについて再質問をさせ

ていただきますが、私もどちらかというと子

供たちに端末なりスマホなりを使わせるとい

うことに対して、子供たちを守る観点から、

遠ざけるべきだという考え方を持っていた者

の一人ではあります。

しかしながら、今の現状をやはり見ていく

と、この現状を打破して、逆に使わせること

を考えていかなければいけない。そのような

ことを考えていくと、どうしてもこの問題を

解決していかなければいけない、そのように

感じるところであります。

そんな中で、子供たちに道徳ですとか、そ

ういったもので一応リスクに関しての内容を

指導なりをしていくということもありました

が、ただ、このリスクに関して、子供たちも

そうですけれども、やはり先ほどもお話には

ありましたけれども、学校内のインターネッ

トなどもそうですし、情報の流出というよう

な観点からも、使わせない方向に何かあるの
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かなというようにも感じるところでありまし

て、この点につきまして、逆に学校としてど

んどん利用させるためのリスク打破というこ

とに関してどのように考えるか、お聞かせい

ただければというように思います。

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ただいまの情報教

育にかかわっての、ＩＣＴ教育にかかわって

のリスクの打破ということについてお答えを

いたします。

現在、学校で子供たちにＩＣＴ教育を進め

ているわけではございますが、議員おっしゃ

るように、積極的に活用する、その中でリス

クも学習をしていくというような方向が少し

ずつ変わってきている現状にございます。

例えば、どういうことをやっているかとい

うと、子供たちが自分たちで考え行動する、

主体性を生かすような場面を積極的に取り入

れつつあります。あわせて、人を傷つけない

ことやルールを守ることなどの道徳教育、あ

わせて保護者にも現状を伝えて、保護者との

連携も図るというようなことを進めていると

ころでございます。

もう少し具体的に話しをいたしますと、例

えば学級活動の時間を活用して、これは年に

１ないし２時間程度ですが、子供たちのアン

ケートをもとに自分たちでルールをつくる学

習。道徳の時間を利用して、こちらのほうは

年に一、二回程度でございますが、教科書に

ある情報モラル教材を使った学習。それから

保護者と合同で、参観日等を利用した講習会

を年間に一、二回、こちらのほうは業者の

ネット安全教室などを活用した学習が行われ

ているということでございます。

答弁で申し上げましたように、積極的な活

用の部分と、それからリスクに対する教育を

推進の両輪として積極的に進めていきたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○３番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

再質問、再々質問という形でさせていただ

きます。

パソコンルーム、パソコン教室という形で

パソコンの教室がありながらも、ちょっと聞

いた話で、これが正確性があるかどうかは私

も確実に調査したわけではないものですか

ら、一応それを述べながら質問させていただ

きますが、やはりパソコンがあったにして

も、どうしても先ほどの問題、いろいろな問

題がある中で、利用を制限されやすい。そん

な感じに、先生方からもそのような言葉なん

かも出ているというようなお話を伺っており

ます。それでは、やはり教育的には逆効果な

のかなと。

やはりリスクが伴うから仕方がないという

ことであれば、もうどうしようもないのかな

という感じを受けながらおりまして、何とか

せっかく整えてあるパソコンをどんどん使っ

ていただくことが必要なのではないかという

ように感じるところでありますので、それに

伴ってリスクに対して、教員の方々に対して

もぜひともそのリスクを取り払って、どんど

んコンピューターを使っていただくような考

え方を持っていただきたいというように思う

ものですから、その点につきましてお考えが

ありましたらお願いいたします。

よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ただいまの再々質

問についてお答えをいたします。

冒頭の答弁にもありましたが、先生方の教

員の研修のほうも夏休み等に実施をされてお

ります。その中で、先生方が必要以上にリス

クだけを懸念しないような、こちらのサポー

ト体制であるとか、いわゆる機器の体制のほ

うを整えて、相互に積極的な活用と、それか

らそれに伴うリスクの学習を車の両輪として

進めていけるように、再度確認をしていきた

いと思います。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。
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○３番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。ＩＣＴ教育がどんどん進むことを祈念し

ておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

続きまして、ＩＣＴタウンの推進について

の質問をさせていただきたいと思います。

先ほど市長さんのほうから、ＩＣＴタウン

についていろいろとお話をいただきました。

本当に必要性を十分に感じていただいている

というようなことをひしひしと感じさせてい

ただきました。

このＩＣＴに関しては、まずは整備が整う

ことによって、行政にとってもいろいろな意

味で、行政改革的な物事にしても変わってく

るのではないかというところでもありまし

て、そんな中で積極的に進めようという感じ

を受けながら聞かせていただいたわけではあ

りますが、ただ、やはりこれを早く進めるか

進めないかということに対して、ゆっくり進

めるという部分よりは早く進めて、どんどん

いろいろな形で、今ＩＴ教育に関連しまして

もお話をさせていただいた状況はあります

が、本当に整備の必要性を感じるところであ

ります。

１番についての内容につきましては理解し

ましたので、２番について再質問とさせてい

ただきたいと思います。

整備の必要性という部分で２４カ所という

ようなお話もありましたが、まずはこの２４

カ所、重立ってどのような場所になるのか。

学校が優先になるとか、そういったようなと

ころでも内容的にありましたらお聞かせいた

だければというように思います。

よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 田嶋議員の再

質問にお答えしたいと思います。

２４カ所の主なる場所ということでよろし

いかと思いますけれども、公会堂、それから

図書館、歴史民俗資料館、先人記念館、あ

と、国際交流教育センターは既に整備してお

りますが、総合体育館とか、国際交流スポー

ツセンター、これも既に整備をしておりま

す。アイスアリーナ、市民の森温泉、勤労青

少年ホーム等、合計で２４施設を現時点では

想定しております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○３番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

いろいろな公共施設が入っていて、学校は

学校でちゃんとやるということを逆に感じさ

せていただいたところでありましたので、

再々質問は１回しかありませんので、学校の

話を本当は聞きたかったのですが、そういう

学校に関しましてはおかせていただきまし

て、先ほど来年度以降ということをお話をい

ただいております。来年度以降で、いつまで

にこの２４カ所が整備される予定なのかをお

伺いさせていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 田嶋議員の

再々質問、いつを目指しているのかというこ

とにお答えしたいと思います。

できるだけ早くＷｉ－Ｆｉ環境の整備を

行ってまいりたいと考えておりますが、先ほ

ど申し上げた２４施設もそうなのですけれど

も、今後の公共施設の統廃合とかＷｉ－Ｆｉ

技術の進歩など、流動的な要素もございます

ので、今後の状況も見据えながら３年後の２

０２２年度中には完了したいというふうに考

えて進めていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、田嶋孝安議

員の質問を終わります。

─────────────────

○議長（舩見亮悦君） 本日の日程は、以上

で終了いたします。

なお、明日も引き続き市政に対する一般質

問を行います。

本日は、これをもって散会します。

午後 ２時１６分 散会
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